
 

日本産業衛生学会 第 48 回 関東産業衛生技術部会研修会 講演集 

 

日時：2023 年 7 月 27 日 (土) 13:30-16:35 

場所：帝京大学 板橋キャンパス 本館 1F 105 教室・オンラインによるハイブリッド開催 

   〒173-8605 東京都板橋区加賀 2-11-1 

 

  



 

会場へのアクセス・周辺案内 

[研究会会場] 

帝京大学 板橋キャンパス 大学棟本館 1 階 104 教室 

 

 

 

  



 

参加者の皆様へ 

⚫ 非学会員の方: 参加費は 1,000 円です。現地参加はお釣りのないようお願いいたします。 

(学会員は無料です。是非この機会にご入会をお勧めいたします。) 

⚫ オンライン参加について:  

下記の ZOOM よりご参加ください。 

https://us06web.zoom.us/j/86247219033?pwd=sxlQQLZMV4GNShM2yKe0oQ2pd8zp6t.1 

ミーティング ID: 862 4721 9033 パスコード: 435102 

 

⚫ オンラインでご参加の方: 講演中はマイクを OFF (ミュート) でお願いいたします。 

⚫ 質疑応答について: 質疑応答の時間内にて、質問される際は 

「リアクション」→「手を挙げる」ボタンを押してください。座長が指名いたします。 

 

⚫ 7 月 27 日は土曜日のため、大学棟本館の出入口は「大学棟病院側入口」の１箇所になります。 

「大学棟正面入口」は施錠されていますので、現地参加の方はご注意ください。 

⚫ 全体での懇親会は予定されておりません。 

 

 

  



 

研修会プログラム 

13:30-13:35 開会挨拶 山野 優子 先生（昭和大学） 

 

座長: 中村 修 先生（筑波大学）、齊藤 宏之 先生（安衛研） 

13:35-13:50 津田 洋子 先生 

（帝京大学大学院公衆衛生学研究科） 

「化学物質の自律的管理〜それぞれの立場から考えること〜に向けて」 

 

13:50-14:30 呉田 香苗子 先生 

（三井化学株式会社大阪工場健康管理室） 

「製造業における化学物質管理専門家の視点から」 

 

14:30-15:10 山田 麻友美 先生 

（青山学院大学環境安全センター） 

「青山学院大学における化学物質管理について（一私立大学の事例）」 

 

15:30-16:10 瀧本 みお 先生 

（株式会社日立製作所日立健康管理センタ） 

「化学物質管理に関わる産業保健職の視点から」 

 

16:10-16:30 総合討論 

 

16:30-16:35 閉会挨拶 齊藤 宏之 先生（安衛研） 

 

 

  



 

講演 1 

化学物質の自律的管理〜それぞれの立場から考えること〜に向けて 

帝京大学大学院公衆衛生学研究科 津田 洋子 

 

令和 4 年 5 月 31 日に交付された「労働安全衛生規則等の一部を改正する省令」１）が全面施行され、

リスクアセスメント対象物質を取り扱う事業場では新たな化学物質管理が行われている。この改正によ

り、国の GHS 分類により危険性・有害性が確認された全ての化学物質についてリスクアセスメントの実

施等が義務となり、ばく露濃度を濃度基準値以下もしくはできるだけ低くする措置が求められる。この

省令改正は、休業 4 日以上の労働災害の原因となった化学物質の多くが特別則に規制されていない化学

物質であったことなどを背景としている。さらに、2003 年には GHS（Globally Harmonized System of 

Classification and Labelling of Chemicals：化学品の分類および表示に関する世界調和システム）が国

連勧告として採択されており、化学品の危険性・有害性を統一した基準で分類して絵表示等を用いてわ

かりやすく表示し、ラベルや SDS（Safety Data Sheet：安全データシート）に反映させることにより、

労働災害の防止に役立てることが求められている。本省令改正では、SDS 等による化学物質の危険性・

有害性に関する情報の伝達についても強化を求めている。 

本省令改正では、化学物質管理に関わる者として「化学物質管理者」と「保護具着用管理責任者」がつ

くられた。保護具着用管理責任者は過去の通達等にも記載されていたが、化学物質のリスクアセスメン

トの結果に基づく措置として労働者に保護具を使用させるときに選任が必要な者として、労働安全衛生

規則第 12 条の 6 にその選任等について定められた。また、化学物質管理専門家や作業環境管理専門家が

新たに定められ、化学物質の管理が適切に行われていない疑いがあると労働基準監督署長が判断し事業

場に対して改善を指示した際の助言を行なったり（化学物質管理専門家）、作業環境測定結果が第三管理

区分の事業場に対して改善の可否を判断する（作業環境管理専門家）こととなった。（一社）日本労働安

全衛生コンサルタント会のホームページには化学物質管理専門家等資格確認名簿２）が、（公社）日本作業

環境測定協会のホームページには化学物質管理専門家名簿と作業環境管理専門家名簿３）が公開されてい

る。 

従前より、労働安全衛生法には安全衛生に関わる資格者が定められている。一例として、総括安全衛生

管理者（第 10 条）、衛生管理者（第 12 条）、産業医（第 13 条）、作業主任者（第 14 条）等である。ま

た、産業看護職、労働安全衛生コンサルタント、作業環境測定士等も安全衛生に関わる専門家である。化

学物質の自律的管理において新たに選任された化学物質管理者等が、従前の有資格者等とどのように協

働してゆくのか、事例を共有し、事業場ごとに自律的な化学物質管理のあり方を模索することが求めら

れている。 

 

１）https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000099121_00005.html  

２）https://www.jashcon.or.jp/contents/list-member-kagaku  

３）https://www.jawe.or.jp/list/listindex.html 

 

  







 

講演 2 

製造業における化学物質管理専門家の視点から 

三井化学株式会社 大阪工場健康管理室 呉田 香苗子 

 

当工場では、自律的な化学物質管理を推進するために、COH（日測協認定オキュペイショナルハイジ

ニスト）を中心とし、製造現場・作業環境測定機関等の担当者・医療従事者と連携して取り進めている。

2016 年度からは、当社独自で構築した化学物質リスクアセスメント（以下、RA）手法を用いて、化学物

質の有害性や取扱い状況から定性的に評価した上で、定量的な個人ばく露測定等を実施している。個人

保護具を使用せずに全作業で受容可能なリスクとなることを目標に、リスクレベルの評価・ばく露低減

対策を推進している。特に作業・設備改善を実施する場合は、化学プラントの運転についての専門スキル

が必要なため、現場からの主体的な提案が重要となる。現場作業者が化学物質管理における知識や手法

を理解することが、ばく露低減対策の促進に有効であった事例を紹介する。 

 

【現場主体の化学物質 RA の実施】 

個人ばく露測定時には原則 COH または衛生管理者が立ち会い、作業状況やばく露低減対策の実施状

況、周囲の環境等を確認し、現場作業者から詳細情報をヒアリングする。ばく露リスク低減対策の検討に

おいては、COH または衛生管理者は支援する立場に徹し、安全・品質・現実的な作業効率を考慮した効

果的なばく露低減対策の検討・立案・実行を促している。 

 

（改善事例１）試行と検証によるばく露リスク低減対策 

職場内で勉強会を実施するなどして、現場作業者目線で実現可能な様々な改善案を出してもらった。各

案について現場で簡易な治具を試作し、作業方法を試行して、都度個人ばく露測定で効果を検証した。最

も効果的で作業性の良い対策を選定して、設備改善を実施した。 

 

（改善事例２）発生源追及によるばく露リスク低減対策 

屋外サンプリング作業時のばく露リスク発生箇所とタイミングについて、リアルタイムモニターを用い

て繰り返し検証を行うことで、気象条件の影響など様々な疑問点を解決し、現場が納得感をもって効果

的な対策を立案・実施した。様々な条件で測定することで、サンプリング作業以外の設備改善にも繋がっ

た。 

 

また、現場での主体的な作業環境改善を進めるためには、現場管理者および作業者の労働衛生管理に関

する知識向上が必要である。当工場で実施している教育体系を紹介する。 

 

【現場の労働衛生管理に関する知識向上】 

（１）当工場での化学物質管理者・保護具着用管理責任者の選任状況 

COH または衛生管理者が統括化学物質管理者として工場全体を統括している。工場で 1 名のみ選任す

るのではなく、RA 対象物を製造する職場毎に専門的講習を修了した者を現場化学物質管理者として選任

し、取扱いのみの職場は現場化学物質管理担当者を選任している。各部署内で化学物質の管理を行う者



 

を明確にすることにより、部署内での管理者を中心に自律的管理を進めやすく、工場全体の化学物質管

理状況を集約することができる。また、保護具着用管理責任者は、ばく露防止に関わる保護具を使用する

部署で、直接保護具の着用状況等を管理できる者を選任している。 

 

（２）現場 RA 担当者対象の化学物質管理ブラッシュアップ教育の実施 

経気道・経皮それぞれのばく露低減対策ガイドラインを作成し、当社内の好事例を用いてばく露要因や

改善ポイント、対策実施から運用までの流れを紹介することで、具体的な対策をイメージしやすい資料

になるよう工夫している。法令改正情報も合わせ、現場 RA 担当者を対象に 2017 年以降年１回以上のブ

ラッシュアップ教育を実施している。 

 

（３）職場内教育の推進 

作業環境管理・作業管理を中心に、関係法令に準じた現場作業者向け教育資料を作成し、これを用いて

定期的な教育の計画・実施・報告を行うように当社内規則を整備している。 

 

（４）フィットテストの導入（検討中） 

フィットテストには、定性的フィットテストおよび定量的フィットテストがある。定性的フィットテス

トでは、サッカリンという甘味料を用いて呼吸用保護具と顔面の密着性を確認する。漏れ込みがある場

合は、サッカリンの味で作業者自身が漏れ込みを感覚的に理解しやすく、危険感受性の向上に有効と考

え、体感教育に導入予定である。また、定量的フィットテストを用い、より短時間・リアルタイムで、定

期的な密着性確認・着用訓練ができるように導入予定である。 

 

最後に、現場主体の自律的な化学物質管理を進めるには、現場とのリスクコミュニケーションを通し

て、化学物質だけでなく作業内容や作業環境、その作業を行う背景にも着目し、現場を知り、現場の理解

を得ることが非常に重要である。COH や衛生管理者だけで解決しようとせず、現場作業者も巻き込むこ

とにより、化学物質 RA や根本的なばく露低減対策等の化学物質管理を積極的に推進できる体制を確立

することができると考える。 
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講演 3 

青山学院大学における化学物質管理について（一私立大学の事例） 

青山学院大学 環境安全センター 山田 麻友美 

 

1. 自己 紹介 

大学(応用科学科)を卒業後、計量証明事業所にて大気・水質・土壌の分析業務に従事し、2009 年から

は、私立大学の理工系キャンパスにおける化学物質管理の実務担当者となり、現在は「青山学院大学 環

境安全センター」※の助手を務める。 

なお、労働衛生コンサルタント(労働衛生工学)等の所有資格により、「化学物質管理専門家・作業環境

管理専門家」の要件を満たす。 

※「青山学院大学 環境安全センター」とは、実験で取り扱う化学物質の適正な管理を目的とした教育研

究施設。（2017 年 4 月、理工学部のある相模原キャンパスに設置。） 

2. 青山学院大学のリスクアセスメントについて 

2024 年 4 月から、労働安全衛生法令の改正が本格的に始まり、規模・業種を問わず化学物質を取り扱

う全ての事業所において、リスクアセスメント実施がより強く求められることとなった。 

本学も例外ではなく、実験で化学物質の取り扱いのある相模原キャンパスにおいて、今後、化学物質管

理者統括の下、どのようにしてリスクアセスメントを行うか議論を進めている。現在、組織的には議論の

段階ではあるが、リスクアセスメントを全く行っていないわけではない。本キャンパスでは以前より自

前で作業環境測定を実施しており、それを活用したリスクアセスメントを環境安全センターの実務担当

者が行っている。 

《環境安全センターによるリスクアセスメントの手法》 

① 作業環境測定対象物質 

・作業環境測定 

・個人ばく露測定（作業環境測定の補完として、作業環境測定に併せて実施。） 

※作業環境測定でリスクを見逃す恐れのある物質についてのみ実施。 

② ①以外の物質 

・支援ツール(CREATE-SIMPLE) でスクリーニング 

※支援ツールを用いる前に、使用量・頻度・使用状況(開放系・密閉系)を考慮し、対象

物質を選定。 

・個人ばく露測定（確認測定） 

※支援ツールでのスクリーニングの結果、必要と判断したものについて実施。 

3. 一私立大学の実務担当者から見る化学物質の自律的管理 

化学物質の自律的管理には、人材と費用の確保が伴うため、経営層の理解が必要である。よって対応を

推進していくために、今後、行政等から大学の経営層へも、理解促進の働きかけをお願いしたい。 

また、多様な薬品を使用し様々な作業を行う大学において、庶務課・施設担当等の事務職員がリスクア

セスメントを実施することは、極めてハードルが高いと感じる。そのため、適切にリスクアセスメントを

実施するには、専門的知識を備えた実務担当者の配置が必要であると考える。 
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講演 4 

化学物質管理に関わる産業保健職の視点から 

㈱日立製作所 日立健康管理センタ 産業保健科 瀧本みお 

 

1. はじめに 

日立製作所は「安全と健康を守ることはすべてに優先する」を基本理念とし安全衛生活動を推進してき

た企業である。当センタは茨城県の県北地区の日立グループ内外の契約事業所（55 事業所、約 25,000 

名）に対し、産業保健、健康診断、人間ドックを提供している従業員約 120 名の施設である。また特殊

健康診断を含めた健康診断は、計画、実施、検査、判定の一連の流れを自施設のスタッフで行い、問診は

保健師、診察や作業条件の簡易な調査は産業医が行っている。健診当日から 2 週間程度で検査結果が揃

い、健診に関するデータ管理も自社システムにより行われている。これらの環境下で行われている当セ

ンタの化学物質に関連する産業保健活動について報告する。 

 

2. 特殊健康診断の状況と化学物質の自律的管理 

特殊健康診断は年間約 12,000 件行っており、該当する有害業務や化学物質に対する特殊健康診断が

必要な業務をしている方が多く存在している。化学物質の自律的管理への準備は 2022 年から徐々に進

めてきた。当センタでは内部スタッフや事業所の安全衛生担当者を対象に勉強会を実施。その後、事業所

の安全衛生担当者は職場管理者に向け勉強会を行い、法令遵守のための準備を進めてきた。現在は、各職

場が化学物質管理に関するチェック項目等を利用しながら定期的に見直しを行い、産業医巡視の際にも

再度チェックし、CREATE-SIMPLE 等でリスクレベルの高い部分があった場合には一緒に確認を行って

いる。 

 

3. 特殊健診結果からの介入 

特殊健康診断の代謝産物で分布 3 になった職場への対応について紹介する。職場は絶縁のため樹脂

（塗料）を焼き付ける作業で N,N-ジメチルホルムアミド（DMF）を洗浄で使用していた。特殊健康診断

では以前から代謝産物の尿中 N-メチルホルムアミド（NMF）が分布 2〜3 になる対象者に再検査を実

施することがあった。再検査では分布 1 となっていたが担当保健師は健診の都度、安全衛生担当者に健

診結果を共有し、定期の産業医巡視でも保護具に対する指導が継続的にされていた。 

2023 年度下期の特殊健康診断で NMF の数値が高濃度（分布 3）の方が出たため検査機関より速報

で担当保健師に電話があった。対象者へのヒアリング、職場巡視、環境測定結果の確認をしたところ、非

定常作業として環境測定の作業単位場所の外で機械治具の洗浄が行われていることがわかった。作業は

機械治具を 100％の DMF の槽内で擦り洗いしており、作業頻度は月数回、作業時間は 1 日に 1 時間

から半日であった。NMF 分布 3 の対象者はこの作業を健診前に通常よりも多く実施していた。臨時環

境測定結果ではいずれも管理濃度内であったが、皮膚吸収にも注意が必要な物質なため手袋の透過性を

よく確認するよう検査機関からのアドバイスがあった。 

職場での対策は、マスクフィットテストの実施、適正な手袋の選択、防毒マスクの吸収缶交換基準、扇

風機の設置と局所排気装置の変更などを行っている。2024 年度上期の特殊健康診断の NMF は分布 2 

以上の対象者はいなかったが、本格的な対策の効果は今後の経過をみて繰り返し確認となる。 



 

 

4. まとめ 

自律的管理の時代を迎えて化学物質に関わる産業保健師の視点から下記のように考えた。日頃から健

康診断や職場巡視の中から情報収集を行い、事業所や関係機関との情報を共有し、課題を認識しておく

こと。特に化学物質の専門家である検査機関や環境測定機関、保護具メーカーなどに相談し意見をいた

だくこと。今回のような特殊健康診断の結果からのアプローチは二次予防的な視点であり、ここまでは

従来の保健師活動と変わることなくどの現場でも対応していることだと考える。しかし、現在の化学物

質の自律的管理は一次予防的な視点、すなわち生活習慣病やメンタルヘルスの一次予防のような視点が

求められている。そのためには作業者自身が自分の扱っている化学物質や保護具を知りセルフケアに向

けた支援をしていくことが、産業保健職の役割であると感じている。そして繰り返しリスク評価をしな

がら快適な職場づくりをチームで進めることを目指していきたいと考える。より化学物質や保護具の専

門的な知識が必要であることは間違いないため、専門家の皆様からのご意見やご指導を切に願っている。 
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